
「日本はひとつ」しごとプロジェクト フェーズ１（第１段階）
～日本中が一つとなって、あなたのしごとと暮らしを支えます～ （被災者等就労支援・雇用創出推進会議第１段階とりまとめ）

① 復旧事業などによる被災した方々への就労機会の創出、被災地企業、資材の活用
② 被災した方々や地元の意向を十分踏まえつつ、希望する被災者が被災地以外の地域に就労可能にしていくこと
などにより、被災した方々のしごとと暮らしを、いわば日本中が一つとなって支えていく。

１．基本的対処方針

２．当面の緊急総合対策

○復旧事業の推進
・インフラ復旧、がれきの撤去、仮設住宅の建設
被災住宅の補修・再建

◎重点分野雇用創造事業と緊急
雇用創出事業の拡充

・ 「震災対応分野」を重点分野雇用創造事業の
対象に追加

・雇用期間の１年の制限を廃止

◎地元優先雇用への取組
・当面の復旧事業における地域の建設企業の
受注確保を推進
・ハローワークへの復旧事業の求人提出を民間
事業者に要請
・被災離職者を対象にした雇入れ助成金による
インセンティブ付与

(1) 被災地におけるマッチング機能強化
(

○「日本はひとつ」しごと協議会の創設
都道府県労働局が中心となり、自治体、国の出先

機関、関係団体による協議会を都道府県単位で設置

○「日本はひとつ」ハローワーク機能の拡大
・避難所へのきめ細かな出張相談
・農林漁業者、自営業者に対する支援
・職業訓練の機動的な拡充・実施

○被災地域の就労支援等
・被災者向けの合同企業説明会の開催
・業界団体等に要請し、被災者の受入に積極的な企業
を発掘

(2) 被災地以外におけるマッチング機能強化
・住居の確保・地元生活情報の提供
・農林漁業者、自営業者などの就業機会の確保

◎雇用調整助成金の拡充
・５県の特例をさらに必要な地域に拡大
・被災地の事業所との取引関係が緊密な
被災地外の事業所・計画停電の影響を
受けた事業所に新たな特例措置

○中小企業者等の経営再建支援

○新卒者の内定取消しの防止等
・被災新卒者内定取消し防止作戦の実施

・奨励金の拡充による被災学生などへの
就職支援
・重点分野雇用創造事業等を活用した
自治体による雇用
・被災地域の新卒者等を雇用する企業の
発掘・公表

○解雇・雇止め・派遣切りへの対応

復旧事業等による確実な雇用創出
被災した方々としごととのマッチング
体制の構築

被災した方々の雇用の維持・確保

３．効果的な広報による被災者の方々への確実な周知
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